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新幹線鉄道騒音・振動に対するアノイアンスの複合効果 
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（Environmental Information Division, National Institute of Technology, Ishikawa College*, 
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Summary 

The Shinkansen super-express railway system in Japan has greatly increased its capacity and has 
expanded nationwide. However, many inhabitants in areas along the railways have been disturbed by noise 
and ground vibrations from the trains. Additionally, the Shinkansen railway emits a higher level of ground 
vibration than conventional railways at the same noise level. These findings imply that building vibrations 
affect living environments as significantly as the associated noise. Therefore, it is imperative to quantify 
the effects of noise and vibration exposures on of each annoyance under simultaneous exposure. We 
performed a secondary analysis using individual datasets of exposure and community response associated 
with Shinkansen railway noise and vibration. The data consisted of six socio-acoustic surveys, which were 
conducted separately over the last 20 years in Japan. Applying a logistic regression analysis to the datasets, 
we confirmed the combined effects of vibration/noise exposure on noise/vibration annoyance. Moreover, 
we proposed a representative relationship between noise and vibration exposures, and the prevalence of 
each annoyance associated with the Shinkansen railway.  
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１ はじめに 

日本最初の高速鉄道である新幹線鉄道は，

1964年に東海道新幹線が開業して以来，輸送能
力を大幅に増大させてきた。近年も，北陸新幹

線及び北海道新幹線が，それぞれ 2015年，2016
年に部分的に開通し，日本国内での新幹線鉄道

網は確実に拡大し続けている。

一方，高速で走行する列車から発生する騒音，

地盤振動，及び低周波音は，沿線住民の生活環

境を阻害する問題となる。国は，生活環境を保

全し，人の健康を保護するために，1975年に「新
幹線鉄道騒音に係る環境基準について」を告示

した。その翌年には，環境庁長官が，運輸大臣

に対して，「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道

振動対策について」を勧告した。

環境基準の施行により，沿線での新幹線鉄道

騒音は確実に低減している 1,2)。しかし，地盤振

動については，確実に低減できる対策技術が確

立されていないことなどにより，騒音に比べて，

その低減傾向は明確ではない 1, 2)。

このことは，騒音，振動ともに，高いレベル

で暴露されている沿線住民が少なくないことを

示唆している。横島ら 3) は，建築物内における

新幹線鉄道振動の測定結果を報告した。鉛直方

向の振動レベルは，木造の戸建住宅ではわずか

に増加するものの，鉄筋コンクリート造の集合

住宅では減少していた。すなわち，戸建住宅の

居住者は，集合住宅の居住者に比べて大きな振

動に暴露されていると推測できる。さらに，

Yano et al. 4) は，山陽新幹線と隣接する在来線鉄

道それぞれの沿線における騒音と振動の実測結

果から，騒音レベルが同程度の場合に，新幹線
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鉄道の振動レベルが在来線鉄道よりも大きいこ

とを示した。このように，新幹線鉄道沿線の建

築物内では，騒音のみならず振動も，生活環境

に顕著な影響を与える可能性がある。

日本では，新幹線鉄道騒音・振動に対する住

民反応に関する社会調査が数多く行われてきた。

Yokoshima et al.5) は，1985年から 2002年までの
騒音と振動に対する住民反応の時間的変化につ

いて報告した。Yano et al.4) は，福岡県内の山陽

新幹線沿線において社会調査を実施し，新幹線

鉄道からの騒音と振動の相互作用の存在を示唆

した。横島ら 3) は，集合住宅ではなく戸建住宅

においては，新幹線鉄道騒音・振動に対するア

ノイアンスは，それぞれ振動，騒音が大きくな

るとともに増加することを示した。これらの結

果を踏まえて，騒音と振動による複合アノイア

ンスの概念を導入し，騒音，振動それぞれの暴

露量が，複合アノイアンスに及ぼす影響を定量

的に示した。横島らは，その他にも，騒音の暴

露－反応関係 6, 7) だけではなく，振動の暴露－

反応関係 8) も示した。これらの研究に続いて，

近年に実施した社会調査についての結果も報告

されている。Morihara et al.9) は，北陸新幹線が

金沢まで延伸する前に，長野新幹線沿線におい

て社会調査を実施し，ロジスティック回帰分析

の適用により，時間帯別等価騒音レベル（Lden）

とアノイアンスの反応率との関係を示した。

Tetsuya et al.10) は，九州新幹線及び在来鉄道沿

線が併走する地域において，騒音と振動それぞ

れの暴露量とアノイアンスを比較した。九州新

幹線開通前後の比較では，“高度な”アノイアン

スに変化は見られなかったが，“適度な”アノイ

アンスは，開業後に大幅に低減した。対照的に，

在来鉄道線の開通前後では，“高度な”のみなら

ず“適度な”アノイアンスも有意な差を示さな

かった。これらの研究とは別に，Yokoshima et 
al.11) は，日本国内で行われた社会調査のデータ

セットを用いて，交通騒音の暴露－反応関係を

比較した。その結果，新幹線鉄道騒音に対する

アノイアンスの反応率は，民間航空機騒音と同

程度であり，在来鉄道や道路交通騒音と同程度

であることを示した。これは，ヨーロッパや北

米諸国とは異なり，日本では鉄道騒音に対する

ボーナス（Railway bonus）12) がないことを明ら

かにした。日本で Railway bonusが存在しない要
因として，著者らは，家屋内で同時に暴露され

る振動が，騒音に対するアノイアンスに影響を

及ぼす可能性を指摘している。

社会調査の手法以外にも，振動試験装置等を

用いて，高速列車からの騒音と振動の同時暴露

による，複合感覚を対象とした主観評価実験が

実施されている。Lee et al.13) は，高速列車通過

時に，建築物内で記録した騒音と 20Hz の振動
を用いて，騒音と振動の複合効果がアノイアン

スに及ぼす影響を調べた。その結果，振動は騒

音に対するアノイアンスに影響を及ぼさないが，

騒音と振動の複合による全体的なアノイアンス

は，騒音だけによるアノイアンスに比べて明確

に大きかった。Morihara et al.14) は，北陸新幹線

沿線で記録した騒音と振動を刺激として，騒音

と振動の複合が，生活妨害に及ぼす影響を調べ

た。その結果，暴露される騒音が低レベルの場

合には，騒音と振動が複合して思考・読書妨害

を引き起こすことを示した。

既往の研究成果から，高速鉄道から同時に発

生する騒音と振動が複合して暴露されることに

より，それぞれのアノイアンスに影響を及ぼす

可能性が示唆される。しかし，騒音と振動の暴

露量を組み合わせた場合に，暴露量と個々のア

ノイアンスとの関係は定量化されていない。

以上のことから，新幹線鉄道からの騒音と振

動の同時暴露によるアノイアンスの複合効果を

明らかにするために，新幹線鉄道沿線で実施さ

れた社会調査及び騒音・振動測定の個票データ

（暴露量と調査票の回答結果）を含むデータセ

ット用いて，二次分析を実施した。分析には，

過去 20年間に実施された 6回の社会調査で収集
したデータを用いた。最初に，新幹線鉄道騒音・

振動それぞれについて，データセット間で暴露

－反応関係を比較した。続いて，個票データに

多重ロジスティック回帰分析を適用し，騒音・

振動暴露量の両者から個々のアノイアンスへの

影響を調べた。最後に，性別や年齢などを交絡

因子として調整し，騒音と振動の両暴露量と

個々のアノイアンスとの関係を定量化した。

本稿は，International Journal of Environmental 
Research and Public Health15) に Article（査読付論
文）として採択されたものを，日本語で再構成

したものである。
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２ 調査方法 

２．１ 社会調査 

本研究で分析に用いた個票データは，神奈川

（KNG95・KNG01），福岡（FKO），名古屋（NGY），
熊本（KMM）及び長野（NGN）の 6 調査から
得られたデータセットに含まれている。なお，

これらの調査は別個に実施されたものである。

すべてのデータセットは，騒音と振動それぞれ

の暴露量及びアノイアンスを含んでいる。社会

調査の概要を Table 1に示す。
KNG95調査では，騒音，振動それぞれについ

て，複数の発生源の中から，新幹線鉄道が「最

も気になる」及び「その次に気になる」と指摘

した回答者から，新幹線鉄道に対する我慢感を

4 段階尺度（我慢できる－我慢できない）で得
た。これらの回答を整理して，5 段階尺度のア
ノイアンス（1. 気にならない，2. 我慢できる，
3. どちらかといえば我慢できる，4. どちらか
といえば我慢できない，5. 我慢できない）が得
られていた。なお，新幹線鉄道を指摘しなかっ

た回答者については，本来，そのアノイアンス

は不明ではあるが，本稿において議論の中心と

なる高度なアノイアンスは発生していないと整

理して，「1． 気にならない」を割り当てた。

その他の調査は，新幹線鉄道からの騒音と振

動それぞれについて， ICBEN（ International 
Commission on Biological Effects of Noise）の 5
段階尺度（1. まったくない，2. それほどない，
3. 多少，4. だいぶ，5. 非常に）16) に準拠した

アノイアンスが得られていた。ただし，名古屋

調査では，騒音のアノイアンスは，新幹線鉄道

に限定せず，「鉄道の音」に対する反応が得られ

ていた。一方，振動のアノイアンスは，発生源

を特定せず，自宅で感じる振動に対する反応が

得られていた。

KNG01 と KMM は，戸建住宅（DH）だけで
なく集合住宅（AH）も対象としていた。戸建住
宅と集合住宅では防音性能に顕著な差がある。

このことから，例えば，建築物の音源側に面す

る外壁に入力される騒音レベルが同程度だとし

ても，居室内で暴露される騒音レベルは，集合

住宅に比べて戸建住宅で大きくなる。同様に，

鉛直方向の振動レベルが，戸建住宅と集合住宅

の基礎構造は大きく異なるから，地盤上で同程

度でも，居室内で暴露される振動レベルは戸建

住宅で大きくなる。これらのことを考慮して，

本研究では戸建住宅のみを分析の対象とした。

その結果，サンプル数は 2,967となった。

Table 1 Outline of datasets. 

Dataset a KNG95 KNG01 FKO NGY KMM NGN 
Date (FY) 1995–1996 2001–2003 2003 2004 2011–2012 2013 
Location b KNG Pref. KNG Pref. FKO Pref. NGY City KMM Pref. NGN Pref.
Line c TSL TSL SSL TSL KSL HSL 
Number of trains d

Daytime (7:00–22:00) 234 265 142 249 112 62 
Nighttime (22:00–7:00) 16 22 18 21 17 7 

Method Visit-Mail e Visit-Mail e Visit-Mail e Interview Visit-Visit e Mail-Mail e
Housing type (DH; AB) f DH DH & AB DH DH DH & AB DH 
Annoyance unbearable ICBEN g ICBEN g ICBEN g ICBEN g ICBEN g

Response proportion (%) h 72 57 66 58 45 45 
Sample size 709 872 358 175 559 294 

a References for datasets (left–right): (3, 1, 2, 5, 10, 8); b Kanagawa (KNG); Fukuoka (FKO); Nagoya (NGY); 
Kumamoto (KMM), and; Nagano (NGN); c Tokaido Shinkansen line (TSL); Sanyo Shinkansen line (SSL); 
Hokuriku Shinkansen line (HSL); Kyushu Shinkansen line (KSL); d Shinkansen super-express trains operate 
between 6:00 and 0:00; e Distribution-collection method; f Detached house (DH); Apartment building (AB); g 

International Commission on Biological Effects of Noise (ICBEN); h Response proportion of detached houses.  

２．２ 騒音・振動測定 

暴露量を推定するための新幹線鉄道騒音・振

動の測定は，原則，各調査で設定した調査地区

を単位として実施された。NGY以外のデータセ
ットでは，社会調査の終了後に実施した測定か

ら暴露量が推計された。一方，NGYでは，調査
の前年度に名古屋市が実施した測定結果から暴

露量が推計された。なお，FKOでは，一部の住

民の振動暴露量は，推計されなかった。

騒音に関しては，新幹線鉄道の通過列車ごと

に，最大騒音レベル（LA,Smax）及び単発騒音暴

露レベル（LAE）を測定した。本稿では，LAEの

エネルギー平均値と昼間・夜間それぞれの基準

時間帯ごとの運行本数から算出した昼夜騒音レ

ベル（Ldn）を，暴露量の評価指標とした。なお，

基準時間帯の区分は，昼間を 7：00~22：00，
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夜間を 22：00~7：00とした。回答者の騒音暴
露量を推計するために，各測定点で得られた Ldn

を用い，軌道からの距離と Ldn との関係式を，

調査地区ごとに 1個又は複数個作成した。騒音
の発生・伝搬状況を踏まえて，当該回答者宅に

適用される関係式に，線路からの距離を代入し

て Ldnを推定した。

振動に関しては，地盤上において，鉛直方向

の最大振動レベル（Lvzmax）を，騒音測定と同じ

地点で測定した。Lvzmax の測定値から，振動レ

ベルが上位半数のものを算術平均し，これを振

動暴露量の評価指標とした。各回答者の振動暴

露量は，騒音と同様の方法で推定した。

暴露量は，騒音，振動ともに，小数点以下を

四捨五入して整数値で整理した。

３ 結果 

３．１ 個人属性及び住宅構造 

Table 2は，分析に用いたデータセットの個人
属性及び住宅構造について，それぞれの相対的

分布を示したものである。性別に関しては，全

体的には，男性よりも女性の回答者が多かった。

特に，KNG95では，主婦を調査対象としていた
ことから女性に偏っていた。年齢に関しては，

戸建住宅のみを分析対象としたために，50歳以
上の回答者が各データセットで 52~83%と高い
割合を示した。居住年数については，10年以上
の回答者が 70%を超えた。最後に，戸建住宅の
大部分は，木造であった。ただし，NGY では，
鉄筋コンクリート造の割合が高かったが，これ

は過去の災害の教訓を踏まえてのことによる。

Table 2 Relative frequency of distributions of demographic and housing factors (%). 

Items Categories KNG95 KNG01 FKO NGY KMM NGN 

Gender 
Male 14 47 49 39 41 56 

Female 86 50 50 61 58 35 
Unknown 1 3 0 1 1 10 

Age 

<30 6 3 7 4 4 3 
30–39 10 12 7 5 4 4 
40–49 31 17 10 10 12 9 
50–59 30 29 24 16 17 16 
60–69 17 22 37 31 28 33 
≥70 4 15 15 33 33 34 

Unknown 0 2 0 1 2 1 

Period of 
residence 

<5 years 14 17 5 9 6 4 
<10 years 12 13 9 5 11 10 
≥10 years 74 69 86 83 83 85 
Unknown 0 0 0 3 1 1 

Housing 
structure 

Wooden 85 86 91 59 89 86 
Reinforced Concrete 1 2 1 23 3 2 

Steel frame 10 10 6 7 7 10 
Others 3 0 1 6 0 1 

Unknown 1 2 0 4 1 0 

３．２ 騒音・振動暴露量 

Fig. 1 には，各データセットの Ldnと Lvmaxそ

れぞれの平均値の関係を示す。各データセット

は異なる調査地域を対象としていたため，ここ

では，相対的な位置関係に着目した。

データセット間の Ldnを比較すると，NGYが
最も大きく，KNG01が続き，KNG95と FKOは
同程度であった。KMM 及び NGN については，
列車の運行本数や 1編成の車両数が少なかった
ため，LAS,maxが同程度でも，Ldnは小さくなって

いた。一方，Lvmax については，KNG95 が最も
大きく，その他にも KNG01及び NGYが大きく
なっていた。Ldnと同様に，KMM 及び NGN の
Lvmaxが小さかったことは，鉄道構造物重量の増

KNG95
KNG01

FKO

NGY

KMM

NGN

40
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L v
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Fig. 1 Relationships between the mean energy-based 
index (Ldn) and mean maximum-based index (Lvmax) 
for each dataset. 
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加，振動の事前対策の実施による防振対策の効

果と考えられる。また，Lvmaxに関しては，すべ

てのデータセットの中で，FKOが最も小さい値
を示していた。これは，軌道から 100 m以上離
れた遠方に立地していた住宅が多かったことに

よる。実際に，100 m以上離れて立地する住宅
の割合は，FKOでは 41%，KMMで 40%，KNG95
で 17%となっており，その他のデータセットで
は 10%未満であった。

３．３ 暴露－反応関係 

本稿では，新幹線鉄道からの騒音，振動に対

するアノイアンスを，それぞれ騒音アノイアン

ス，振動アノイアンスと記す。暴露－反応関係

を算出するために，騒音・振動アノイアンスの

指標として，% Extremely Annoyed（%EA）及び% 
Very Annoyed（%VA）の有症率を用いた。これ
らの指標の算出方法は，5 段階尺度のアノイア

ンスのうち，前者は，「非常に」又は「我慢でき

ない」に回答した人（extremely annoyed person）
の割合とした。一方，後者は，「非常に」若しく

は「だいぶ」，又は「我慢できない」若しくは「ど

ちらかといえば我慢できない」に回答した人

（very annoyed person）の割合とした。
Fig. 2 は，騒音暴露量と騒音アノイアンスの

有症率との関係を，データセット間で比較した

ものである。Ldnを 5dB 間隔に分割したが，サ
ンプル数が 10 未満のカテゴリーは非表示とし
た。騒音アノイアンスの有症率は，データセッ

トにより大きく異なっていた。KNG01及び FKO
では，%EA，%VA のいずれもが高かったこと
がわかる。特に，FKO では，%EA，%VA のい
ずれも，48~52 dB のカテゴリーで急激に増加
した。対照的に，KMM 及び NGN では，NGN
が FKOと同様に急激な増加を示したものの，有
症率そのものは全体的に低かった。

Fig. 2 Comparison of the relationships between Ldn and prevalence of noise annoyance for each dataset. (a) Ldn-%EA 
relationships; (b) Ldn-%VA relationships. Index of annoyance calculated from the rate of people who responded to the 
most annoyed category (%EA); the rate of people who respond to either of the top two annoyance categories (%VA). 

Fig. 3 は，振動暴露量と振動アノイアンスの
有症率との関係を，データセット間で比較した

ものである。Lvmaxを 5 dB 間隔に分割したが，
サンプル数が 10 未満のカテゴリーは非表示と
した。騒音の場合と異なり，%EA の場合には，
KNG01 が他のデータセットに比べて全般的に
高かったが，残りの 5データセットは同程度の
有症率を示した。%VA に関しても，%EA と同
様の傾向を示した。

ところで，KNG95 のアノイアンスは，「我慢
できない」を基礎評価語とした 5段階尺度とし
たことから，ICBENの 5段階尺度との違いを確
認する必要がある。ただし，暴露量とアノイア

ンスとの関係を直接比較しても，尺度の違いに

よる影響を把握することは難しい。そこで，神

奈川県内の調査より得られた KNG95と KNG01
を対象とし，生活環境項目として両調査に共通

した「周辺の静けさ」及び「家の中の振動」（基

礎評価語は満足－不満）の回答を用いて比較を

行った。「周辺の静けさ」について，Ldn と不満

の反応率との関係を比較すると，KNG95に比べ
て，KNG01 が減少していた。「家の中の振動」
について，Lvmax と不満の反応率との関係は，

KNG95 と KNG01 で顕著な差を示さなかった。
これらの結果は，アノイアンスの有症率が，

KNG95に比べて KNG01で大きかったことと一
致しない。調査地区は同一でないが，両調査は
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同じ神奈川県内で 10年以内に実施されていた。
さらに，2000年以降にアノイアンスが増加する
特段の要因も見出せないことから，筆者ら

は，%EA 及び%VA の差は，アノイアンス定義
の相違に由来するものと判断した。このことか

ら，KNG95 を除き，ICBEN の 5 段階尺度を用
いたデータセットに絞り，以後の分析を行った。

また，Fig. 2及び Fig. 3より，近年の調査対象
であった KMM 及び NGN では，騒音，振動い
ずれも，アノイアンスの有症率は，他のデータ

セットに比べて低かった。KNG95を除外した 5

データセットの調査は，調査時期に 12年の時間
差がある。すなわち，平均的にみると，アノイ

アンスは，10年間で低くなったとも解釈できる
が，これは既往の知見 17) と一致しない。建設

年代の視点から，新しい長野新幹線や九州新幹

線には，初期の東海道新幹線や山陽新幹線に比

べて，開業前の段階で，効果的な騒音・振動対

策が実施されてきている。したがって，時間効

果よりもむしろ，事前対策の導入により，アノ

イアンスの過小反応が生じていると考える。

Fig. 3 Comparison of the relationships between Lvmax and prevalence of vibration annoyance for each dataset. (a) 
Lvmax-%EA relationships; (b) Lvmax-%VA relationships. 

３．４ 複合効果 

最初に，振動が，騒音アノイアンスに及ぼす

影響を検討した。Fig. 4 は，騒音暴露量と騒音
アノイアンスとの関係を，3 段階にカテゴリー
化した振動暴露量で比較したものである。Lvmax

のカテゴリーは，サンプル数を考慮して，LO-VL
（38–47 dB），MD-VL（48–57 dB），及び HI-VL
（58–67 dB）の 10 dB間隔で分類した。いずれ

のカテゴリーも 300人以上の回答者を含んでい
た。なお，サンプル数が 10未満のカテゴリー非
表示とした。Fig. 4から，同一の Ldnカテゴリー

で比較すると，Lvmaxの増加とともに，%EA，%VA
のいずれも増加する傾向を示した。さらに，振

動暴露量の 3カテゴリー間での有症率の差を検
証してみると，HI-VL と MD-VL との差は，
MD-VLと LO-VLとの差よりも大きかった。

Fig. 4 Comparison of the relationships between Ldn and prevalence of noise annoyance according to vibration 
exposures: (a) Ldn-%EA relationships; (b) Ldn-%VA relationships. Low noise level group (LO-NL); medium noise 
level group (MD-NL); high noise level groups (HI-NL).  
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Fig. 5 は，振動の暴露量とアノイアンスとの
関係を，3 段階にカテゴリー化した騒音暴露量
で比較したものである。Ldnのカテゴリーは，サ

ンプル数を考慮して，LO-NL（33–42 dB），
MD-NL（43–52 dB），及び HI-NL（53–62 dB）
の 10 dB間隔で分類した。なお，サンプル数が

10未満のカテゴリーは非表示とした。Fig. 5か
ら，同一の Lvmax カテゴリーで比較すると，Ldn

の増加とともに，%EA，%VA のいずれも増加
する傾向を示した。%EA は MD-NL と LO-NL
との間では僅かな差であったが，Ldnの 3カテゴ
リーの間では，%VAはほぼ等間隔に位置した。

Fig. 5 Comparison of the relationships between Lvmax and prevalence of vibration annoyance according to noise 
exposures: (a) Lvmax-%EA relationships; (b) Lvmax-%VA relationships.  

３．５ ロジスティック回帰分析の適用 

新幹線鉄道からの騒音と振動に対するアノイ

アンスの複合効果を定量化するために，ロジス

ティック回帰分析を適用した。分析では，騒音・

振動アノイアンスそれぞれで， extremely 
annoyed person又は very annoyed personの有無
の 2変数を目的変数とした。説明変数を騒音・
振動暴露量とし，性別，年齢及び住宅構造を調

整変数とした。騒音・振動暴露量については，5
又は 10 dB間隔で分割した。具体的には，騒音
アノイアンスの分析では，Ldnを 5 dB間隔で分
割した 5カテゴリー，Lvmaxを 10 dB間隔で分割
した 3 カテゴリー（LO-VL・MD-VL・HI-VL）
を用いた。振動アノイアンスの分析では，Lvmax

を 5 dB区間で分割した 6カテゴリー，Ldnを 10 
dB 間隔で分割した 3 カテゴリー（LO-NL・
MD-NL・HI-NL）を用いた。なお，上記の範囲
外にあるデータは，分析の対象外とした。

Table 3及び Table 4には，それぞれ騒音アノ
イアンス，振動アノイアンスに対する各カテゴ

リーのオッズ比を示す。なお，Ldnと Lvmaxとの

交互作用項は有意でなかったので，交互作用項

を含めない分析結果である。オッズ比の計算で

は，騒音アノイアンスの場合には，性別は男性，

年齢は 30歳未満，住宅構造は木造，Ldnは 38–42 
dB，Lvmaxは MD-VLを，それぞれ基準カテゴリ

ーとした。振動アノイアンスの場合には，交絡

要因の基準カテゴリーは同じとし，Lvmaxは 33–
37 dBのカテゴリー，Ldnは MD-NLとした。

Table 3に示すとおり，Ldnが 48–52 dBのカテ
ゴリーでは，%EA，%VAともに，オッズ比は 1
より大きく，その 95%信頼区間の下限値も 1を
超過（5%水準で有意）した。このカテゴリーよ
り Ldnが大きい 2 カテゴリーでも，同様の結果
が得られた。一方，LO-VLカテゴリーでは，オ
ッズ比及びその 95 %信頼区間の上限値は 1未満
（5%水準で有意）であった。同様に，HI-VLカ
テゴリーでは，MD-VL と比べて，5%水準で有
意に高かった。これらの結果は，Ldnが 48–52 dB
以上のカテゴリーでは，Ldnは 38–42 dBのカテ
ゴリーに比べて騒音アノイアンスが有意に高く，

加えて Lvmax が騒音アノイアンスに対して有意

な増幅効果を及ぼすことを示している。

Table 4は，Table 3と同様の傾向を示す。すな
わち，Lvmaxが 48–52 dB のカテゴリーよりも大
きくなると，%EA，%VAともに，オッズ比は 1
よりも大きく，その 95 %信頼区間の下限値も 1
を超えていた。同様に，Ldnによる振動アノイア

ンスへの有意な増幅効果も確認できた。

その他の交絡要因について考察する。女性は

男性よりも，騒音，振動ともに，アノイアンス

の有症率は有意に低かった。年齢と住宅構造は，
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騒音，振動ともに，アノイアンスの有症率に有

意な影響を及ぼさなかった。ただし，有意では

ないものの，鉄骨造や鉄筋コンクリート造の戸

建住宅よりも木造の戸建住宅では，騒音，振動

ともに，アノイアンスの有症率が増加する傾向

にあった。

Table 3 Logistic regression analysis of %EA/%VA due to noise. 

Item Category %EA %VA 
Odds Ratio 95% CI Odds Ratio 95% CI 

Ldn

43–47 1.204 0.542–2.676 1.627 0.938–2.823 
48–52 3.988 1.889–8.421 4.704 2.762–8.014 
53–57 4.780 2.171–10.524 5.459 3.062–9.732 
58–62 4.922 2.026–11.957 7.319 3.689–14.519 

Lvmax LO-VL 0.466 0.310–0.700 0.621 0.471–0.820 
 HI-VL 1.717 1.215–2.426 1.482 1.104–1.989 

Sex Female 0.680 0.507–0.910 0.719 0.573–0.903 

Age 

30–39 1.287 0.506–3.271 0.770 0.389–1.521 
40–49 1.420 0.585–3.448 1.039 0.554–1.951 
50–59 1.708 0.733–3.979 1.254 0.692–2.272 
60–69 1.600 0.688–3.723 1.324 0.734–2.387 
≥ 70 0.751 0.308–1.832 0.604 0.325–1.120 

Housing 
Structure 

Reinforced Concrete 0.577 0.267–1.248 0.734 0.419–1.285 
Steel frame 0.882 0.521–1.491 1.044 0.705–1.547 

Others 0.529 0.119–2.342 0.487 0.160–1.478 
Constant 0.051 0.130 

Table 4 Logistic regression analysis of %EA/%VA due to ground vibration. 

Item Category %EA %VA 
Odds Ratio 95% CI Odds Ratio 95% CI 

Lvmax

38–42 1.640 0.324–8.305 1.778 0.629–5.029 
43–47 1.625 0.367–7.201 2.084 0.805–5.398 
48–52 4.923 1.166–20.833 4.804 1.884–12.250 
53–57 9.277 2.220–38.778 9.231 3.6381–23.422 
58–62 15.659 3.709–66.111 11.804 4.569–30.498 
63–67 13.215 2.982–58.557 17.126 6.261–46.843 

Ldn
LO-NL 0.489 0.248–0.963 0.333 0.196–0.565 
HI-NL 1.775 1.259–2.502 1.470 1.099–1.968 

Sex Female 0.721 0.535–0.972 0.621 0.490–0.786 

Age 

30–39 0.887 0.353–2.231 0.720 0.359–1.443 
40–49 1.379 0.589–3.231 1.157 0.611–2.189 
50–59 1.706 0.761–3.826 1.304 0.714–2.383 
60–69 1.126 0.498–2.547 0.982 0.537–1.794 
≥ 70 0.824 0.352–1.929 0.608 0.324–1.140 

Housing 
Structure 

Reinforced Concrete 0.748 0.355–1.576 0.814 0.455–1.456 
Steel frame 0.842 0.491–1.443 0.863 0.567–1.314 

Others 0.598 0.130–2.736 1.450 0.562–3.742 
Constant 0.020 0.070 

Table 3及び Table 4に示す結果から，Ldn及び

Lvmax と騒音と振動それぞれのアノイアンスの

有症率との関係の定量化を試みた。交絡要因に

ついては，性別と年齢を 2015年の国勢調査の結
果に基づき調整し，住宅構造は木造住宅とし，

それぞれの%EA，%VAを算出した。
Fig. 6 は，騒音暴露量と騒音アノイアンスと

の関係を，3 段階の振動暴露量別に示したもの
をである。同様に，Fig. 7 は，振動暴露量と振
動アノイアンスとの関係を，3 段階の騒音暴露
量別に示したものである。

Fig. 6から，Ldnが 48–52 dBから 58–62 dBの

3カテゴリーでは，%EAのみならず%VAでも，
Ldn に対する有症率の増加割合は緩やかであっ

た。さらに，同一の Ldn カテゴリーで比較する

と，Lvmaxの増加にしたがい，%EA，%VA は顕
著に増加した。Ldnの平均値 48 dBを含むカテゴ
リー（48-52 dB）では，%EA は 9%（LO-VL），
17%（MD-VL），及び 26%（HI-VL），%VAは 23%
（LO-VL），33%（MD-NL），及び 42%（HI-VL）
であった。

Fig. 7 から，振動アノイアンスの有症率は，
Lvmaxが 63–67 dBのカテゴリーでの%EAを除き，
Lvmaxの増加とともに，ほぼ単調に増加した。一
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方，同一の Lvmax カテゴリーで比較すると，Ldn

の増加にしたがい，%EA，%VA どちらも顕著
に増加した。Lvmaxの平均値 50 dBを含むカテゴ
リー（48–52 dB）では，%EAは 5%（LO-NL），
9%（MD-NL），及び 14%（HI-NL），%VAは 7%
（LO-NL），19%（MD-NL），及び 26%（HI-NL）
であった。

これらの結果から，振動又は騒音の暴露量が

増加するにしたがい，それぞれ騒音，振動に対

するアノイアンスの有症率が高くなることが確

認できた。すなわち，住民が高レベルの騒音と

振動に同時に曝されている場合には，アノイア

ンスの複合効果が生じることを示唆するもので

ある。

Fig. 6 Relationships between Ldn and prevalence of noise annoyance by vibration exposures: (a) Ldn-%EA 
relationships; (b) Ldn-%VA relationships. 

Fig. 7 Relationships between Lvmax and prevalence of vibration annoyance by noise exposures: (a) Lvmax-%EA 
relationships; (b) Lvmax-%VA relationships. 

４ 考察 

過去 20年間で別個に実施された 6回の社会音
響調査で得られたデータセットの二次分析によ

り，新幹線鉄道からの騒音・振動に対するアノ

イアンスの複合効果を検証した。本研究から，

騒音と振動の同時暴露により，騒音，振動それ

ぞれのアノイアンスが増大することを確認でき

た。しかし，Lee et al. 12)は，振動試験装置を用

いた振動感覚実験では，騒音に対するアノイア

ンスに振動が影響を与えないことを報告した。

騒音と振動に対する感覚の複合効果を検討した

いくつかの研究でも，同様の結果が報告されて

いる 18,19)。実際の生活環境の場を対象とする社

会調査と振動感覚実験とで，アノイアンスの複

合効果に差が生じる要因を議論するために，Lee 
et al. 13) 及び Gidlöf-Gunnarsson et al.20) の議論も

踏まえて，実験の参加者と社会調査の回答者が，

騒音及び振動に曝される状況の違いを考察する。

本稿で分析対象とした戸建住宅の居住者は，

長期間にわたり，騒音と振動に同時に曝されて

いる。Öhrström21) は，社会調査の結果から，在

来鉄道騒音に対するアノイアンスを，振動が存
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在する区域と存在しない区域で比較した。その

結果，騒音に対するアノイアンスが同程度とな

る騒音レベルを比較すると，振動が存在する区

域は，振動が存在しない区域に比べて，10 dB
小さかった。これは，Fig. 6から，Lvmaxが HI-VL
の場合と Lvmaxが MD-VLの場合で，騒音アノイ
アンスの%VA が同程度となる Ldnは，HI-VLの
場合に 48–52 dBのカテゴリー，MD-VLの場合
に 58–62 dBのカテゴリーで，その差が 10 dB程
度であったことと一致する。Lercher22) は，騒音

と振動の複合効果に関する既往研究のレビュー

により，振動は騒音に対するアノイアンスを増

加させるが，その影響度は研究により異なると

して整理した。Tamura23) は，新幹線鉄道沿線の

住民は，在来鉄道沿線に比べて，騒音を否定的

に評価していることを報告した。これは，新幹

線鉄道沿線では，住民の騒音問題に対する関心

が強く，さらに新幹線騒音を地域にとって必要

でないと認識しているため，騒音を否定的に評

価する住民が多くなることに起因している。

このように，高レベルの騒音と振動を長期間

にわたり暴露されることにより，否定的反応で

あるアノイアンスは累積効果により増幅し，複

合効果が生じやすくなる。対照的に，感覚実験

の参加者は，短時間の実験中にのみ騒音と振動

を同時に曝されているため，累積効果が働かず，

アノイアンスの複合効果が生じにくくなる。

次に，本稿では，地盤上で測定された鉛直振

動の測定結果に基づき，回答者への振動暴露量

を推定した。しかし，家屋内での振動に関して

は，周波数特性はもちろんその大きさも，地盤

上での振動とは異なる。したがって，戸建住宅

の居住者に暴露されている振動の大きさを，正

確に推定することはできていない。しかし，木

造又は S造の戸建住宅での振動増幅に関する近
年の研究は，鉛直方向の振動に関して，地面と

家屋内 2階床面との間に顕著な差がなかったこ
とを報告している 24) 。本稿での振動暴露量は，

地盤上での測定結果に基づき推定されたもので

ある。これは，5 dB又は 10 dB間隔の範囲内で
あれば，実際に戸建住宅内で暴露されていた振

動の大きさと同程度とみなすことができると考

えている。ただし，本研究では推定していない

水平振動については，戸建住宅の固有振動数で

増幅されることから，この限りではない。近年，

戸建住宅でも，水平振動によって引き起こされ

る苦情や問題が，数多く報告されている 25)。今

後，鉛直方向はもちろん水平方向でも，戸建住

宅の居住者に暴露される振動の大きさについて，

精度良く推計する手法の確立が望まれる。

続いて，騒音・振動暴露量を 5 dB又は 10 dB
間隔で分割した結果に基づいて，両者の暴露量

と騒音，振動それぞれのアノイアンスの有症率

との関係を構築した。ここで，振動暴露量のカ

テゴリーの範囲を，例えば 1 dB間隔に狭めたと
しても，前述のとおり，地盤上と家屋内での振

動は異なるものであるため，現状以上に有益な

情報を提供することにはならない。同様に，騒

音に関しても，測定精度や暴露量の推定精度を

考慮すると，5 dB又は 10 dB範囲のカテゴリー
化による情報の損失は小さいと評価できる。こ

のように，暴露量を 5 dB又は 10 dBのカテゴリ
ーで整理したデータで，アノイアンスの有症率

を定量化することは，十分に有効である。

Fig. 6及び Fig. 7に示すとおり，騒音アノイア
ンスの有症率は，Ldnが 48–52 dBのカテゴリー
で既に飽和していたが，振動アノイアンスの有

症率は，振動暴露量の増加とともに，単調増加

の傾向を示しており，特に%VAは顕著であった。
ここで，高レベルの騒音・振動暴露量の回答者

を確認すると，その大部分は，KNG01調査の回
答者であった。神奈川県内の東海道新幹線沿線

に近接する戸建住宅の居住者は，長期間にわた

り，騒音，振動ともに高レベルの環境下で長年

生活を続けてきた。このような環境において，

騒音と振動に対するアノイアンスは，そのいず

れが卓越するのか考察する。振動暴露量が低レ

ベルから中レベルの場合は，振動に比べて騒音

に対するアノイアンスが強いが，高レベルにな

るにしたがい，振動に対するアノイアンスが，

単調増加により卓越してくるものと考えられる。

このことは，東海道新幹線からの騒音及び振動

に対する複合効果に及ぼす暴露量の影響度につ

いては，線路に近接する範囲では，騒音よりも

振動の方が大きかったことと一致する 3)。

最後に，影響を受けている住民の視点から，

騒音と振動も含めた多数の刺激に対する複合ア

ノイアンスの概念を指標化した評価手法の開発

が重要と考える。しかし，騒音・振動アノイア

ンスは，音源の視認性，発生源に対する態度，

個人属性など 26)，多面的な心理学的構造に基づ

き形成されるものである。さらに，騒音・振動
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アノイアンスも相互に影響を及ぼしている。し

たがって，先ずは，個々のアノイアンスに影響

を及ぼす非音響的及び非振動的要因を議論する

ことが，評価方法の開発には不可欠である。こ

のことを踏まえ，既往の知見を整理した。

視覚の効果に関しては，Maffei et al.27) は，鉄

道騒音に対するラウドネス及びアノイアンスは，

列車が見える場合と見えない場合で，異なるこ

とを報告した。同様に，Peris et al.28) は，列車

の可視性が振動に対するアノイアンスに及ぼす

影響を検証した。その結果，振動暴露量が同レ

ベルの場合，鉄道振動により非常に悩まされて

いる人々の割合は，列車が見えない場合に比べ，

見える場合の方が高いことを見出した。しかし

ながら，分析に用いたデータセットに，対象列

車の可視性に関する回答がすべて含まれていた

わけでなないため，視覚の影響は一部のデータ

からの結果であることに留意が必要である。

発生源に対する態度と騒音に対するアノイア

ンスとの関係については，前述の Tamura23)も含

め，Sato et al.29)，及び Pedersen30) の報告がある。

これらの研究を含め，騒音と振動それぞれに対

する暴露量とアノイアンスとの関係に，発生源

への態度が与える影響を，筆者なりに整理した。

その結果，高レベルの暴露量にある状況では，

振動に対するアノイアンスは，騒音に対するア

ノイアンスに比べて，態度要因の影響を受けや

すくなる可能性が高いことが示唆された。

さらに，性別及び年齢は，この分析において

も，騒音・振動アノイアンスのいずれに対して

も，特徴的な影響を及ぼしていた。性別に関し

ては，男性は女性よりも，騒音・振動アノイア

ンスのいずれも強かった。年齢は，騒音，振動

の煩さに有意な影響を及ぼしていなかったが，

分析から観察されたパターンは，Van Gervan et 
al.31)が示した曲線効果と一致していた。

５ 結論 

筆者らは，新幹線鉄道からの騒音・振動に対

するアノイアンスの複合効果を検証するため，

日本で過去 20年間に別個に実施された 6回の社
会調査で得られたデータセットを用いて，二次

分析を行った。各データセットの個票データに

多重ロジスティック回帰分析を適用して，カテ

ゴリー化した騒音・振動暴露量の組み合わせご

とに，騒音と振動それぞれのアノイアンスに対

して及ぼす影響を調べた。その結果，いずれの

アノイアンスに対しても，騒音と振動の暴露量

ともに，増幅効果を及ぼすことを確認した。得

られた結果に基づき，交絡要因である性別，年

齢，及び住宅構造を調整して，騒音・振動暴露

量とアノイアンスの有症率との関係を定量化し

た。今後の研究では，在来鉄道からの騒音と振

動に対する複合効果について検討する予定であ

る。加えて，在来鉄道と新幹線鉄道（高速鉄道）

に対する反応を比較することで，日本やアジア

諸国，さらに欧米諸国における，鉄道騒音に対

するアノイアンスの違いを明らかにしたい。
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